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日本とインドの原子力協力協定締結
に向けての交渉が始まった。核不拡散
条約（NPT）に加盟せず、実質的に核
兵器を保有しているインドとの原子力
に関する協力に問題はないのか、疑問
が残る。
わが国の原子力の利用は、平和目的

に限って行われ、その考え方は対外協
力においても確固とした姿勢で守られ
てきている。原子力平和利用について
わが国が他国と協力を行う場合は、相
手国による原子力の平和利用の担保が
必須条件である。その点から、国際条
約であるNPTに加盟していることが、
重要な要素である。NPT加盟により国
際原子力機関（IAEA）と保障措置協
定を締結し、査察を受け入れることに
なる。
しかし今回の相手国であるインドは

NPT加盟国ではなく、しかも1974年（1
回）と1998年（5回）に核実験を実施
している。1974年の核実験でインドは、
平和利用を目的として実施したと宣言
して憚らない。そのような国とわが国
が平和目的に限って2カ国間の原子力
協力協定を締結することは、わが国自
体の核廃絶と平和利用原則、その国是
に対して逆行することになるのではな
いかとの疑問が残る。

NPTは、その条文で、1967年1月1
日以前に核兵器を製造、爆発させた国、
米、ロ、英、仏、中のみを「核兵器国」
と規定し、他を非核兵器国としている
不平等条約である。この不平等な国際
条約に非核兵器国である多くの国々が
加盟したのは、NPTの3つの柱である、
「核軍縮」、「核不拡散」、「原子力の平
和利用」が進められることが条約で約
束され、世界の安定につながると思わ

れたからである。しかるにインドのよ
うなNPTに加盟せず核兵器を保有する
国との協力は、不平等条約であるとわ
かりながらも条約に加盟し、平和利用
のために保障措置協定による査察まで
受け入れている国々の連帯感を損ねる
ことにもなりかねない。またそのこと
がNPTに加盟するあるいは留まる意義
を薄れさせてしまう可能性がある。

インドがわが国との原子力協力を進
める機会に、インド自身がNPTに加盟
したり、核廃絶を行う意図を示すこと
になれば、協定締結の意義は大いにあ
るのだが、そのようなことはとても期
待できそうにないだろう。では、NPT

の枠外で日印2カ国間の原子力協力を
進めるその意図、意義は何か。日本は
インドに対して核兵器開発、保有の放
棄を求めることができるか。わが国の
提供する設備や技術に対してIAEAの
保障措置をインドに受け入れさせるこ
とができるのか。インドとの原子力協
力を進めるにあたって、そのような国
民並びに諸外国の疑問に明確に応え、
わが国の立場を再確認した上で、今ま
でのわが国の姿勢と「ぶれない姿勢」
を示さなければ、「単なる原子力機器
の輸出のために、インドとの2カ国間
協定を締結することになった」と、受
け取られることになりかねない。

2007年7月の米国とインドの原子力
協力協定締結に起因して、2008年9月
に原子力供給国グループ（NSG）が、
輸出禁止国からインドを外し、NSG

メンバーが輸出をすることが出来るよ
うに決定した。米国とインドがこの原
子力協力を進めることになった背景に

は、単なる商業ベースの取引のためで
はなく、安全保障上の戦略もあると考
えられる。
このNSGとは、1974年のインドの
核実験を契機として設立されたもので
あり、原子力関連資機材・技術の輸出
国が守るガイドラインを策定し、それ
に基づいて輸出管理を行うシステムで
ある。従来NGSのガイドラインでは、
NPTに加盟せず、IAEAの包括的保障
措置協定を締結していない国への輸出
は認めていなかった。このNSGのイン
ドに対する優遇決定も、果たして、今
後の核兵器の廃絶と原子力平和利用の
促進にとって効果的なのか、疑問が残
るところである。インドを例外とした
ことで、現在NPT非加盟国であり、核
兵器を持っているとされるイスラエル
やパキスタンに対してもどの様に考え
るのか、国際的に非常に大きな問題を
投じることなった。
インドにおける今後の原子力平和利
用市場は大きい。原子力輸出国であり、
NPT核兵器国である米、仏、ロ、英
は、インドとの2カ国間の原子力協力
協定を締結し、輸出市場拡大を探求し
ている。インドでは、2010年1月現在、
17基412万kWの原子力発電所が運転
されており、さらに2030年までに原子
力発電設備容量を6,000万kWまでに拡
大する計画である。このためインドは、
海外からの原子力炉の導入を進めるこ
ととなった。原子力先進国にとっては、
国内における新規原子力発電所建設の
機会が減少しているなかで、インドの
原子力発電拡張計画は垂涎の市場であ
る。

NPT発効時から比べ現在の世界情
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勢は大きく変化し、エネルギーの安定
供給と地球温暖化防止の観点から、原
子力平和利用の有効性は広く認識され
るようになった。今後のインドの発展
に伴うエネルギーの需要拡大、炭酸ガ
スの排出量の増大を考えると、インド
における原子力平和利用の拡大は、地
球環境にとっても有益であることに間
違いない。
いつまでもNPT枠外に居続けようと
するインドに対して、日本はインドと
の原子力平和利用協力をどのような条
件の下に行うか明確にしなくてはなら

ない。それはまた、わが国の原子力平
和利用への国際的責務を明確にしなけ
ればならないことでもある。たとえ核
兵器5カ国のための身勝手なNPT体制
であっても、これ以上体制が崩壊しな
いように、原子力の協力を進めていく
責務がある。

わが国とインドとの原子力協力協定
の締結には、解決しなければならない
課題が山積みである。それでも、NPT

の枠外であっても、2カ国間協定の協
議時において、インドを国際的な核不

拡散体制の枠組みに近づけるために、
その条件付けを行わなければならな
い。そのため、協議時には、核兵器の
放棄への道筋について言及することを
条件として提示してもらいたい。また
NPT、CTBTへの加盟もを求めること
も必要である。
わが国にとって日印原子力協力をし
て、原子力の平和利用の促進と核廃絶
への道筋を相反するものとすることの
ないように期待したい。

（編集部）

いんふぉ くりっぷ

9月7日の第48回原子力委員会定例会
議において、2009年12月末のわが国の
プルトニウム保有量が報告され、発表
されました。

（　）内数値は2008年12月末の値
（単位：kgPu）

１. 国内に保管中の分離プルトニウム量
○再処理施設

JAEA 日本原燃㈱

硝酸プルトニウムなど
［溶解後、貯蔵容器に
貯蔵される前までのプ
ルトニウム］

673
（674）

279
（276）

酸化プルトニウム［酸
化プルトニウムとして
貯蔵容器に貯蔵されて
いるもの］

103
（106）

3,329
（3,329）

合　　計 777
（780）

3,607
（3,604）

（JAEA：日本原子力研究開発機構）

○JAEAプルトニウム燃料加工施設
酸化プルトニウム［酸化プルトニウ
ム貯蔵容器に貯蔵されているもの］

2,304
（2,495）

試験及び加工段階にあるプルトニ
ウム

1,008
（1,047）

新燃料製品［燃料体の完成品として
保管されているもの］

171
（78）

合　　計 3,483
（3,620）

○原子炉など

常陽＜高速増殖実験炉＞ 134
（134）

もんじゅ＜高速増殖原型炉＞ 161
（699）

ふげん＜新型転換原型炉＞ 0
（0）

実用発電炉 1,458
（415）

研究開発＜臨界実験装置など＞ 443
（444）

合　　計 2,196
（1,692）

上記合計 10,063
（9,696）

２. 海外に保管中の分離プルトニウム量
－ 基本的に海外でMOX燃料に加工
してわが国の軽水炉で利用予定－

（　）内数値は2008年12月末の値
（単位：kgPuf；核分裂性プルトニウム量）

英国での回収分 11,531（11,380）

仏国での回収分 12,599（13,832）

合　　計 24,130（25,212）

３. 分離プルトニウムの使用状況
（2009年分） （単位：kgPu）

○酸化プルトニウム回収量
JAEA再処理施設 0（0）

日本原燃㈱再処理施設 0（1,582）

合　　計 0（1,583）

○燃料加工工程での使用量

もんじゅ・常陽・ふげん等 191
（284）

○原子炉施設装荷量

原子炉施設 1,345
（0）

国際原子力機関（IAEA）により公表
されている各国のプルトニウム保有量
は以下の通りです。
－ 対象：民生用プルトニウム、不要
となった軍事用プルトニウム－

（2008年末現在）
（単位：トンPu）

使用前
プルトニウム

使用済燃料中の
プルトニウム

米国 53.9 513

ロシア 46.5 116

英国 109.1 35

仏国 83.8 227

中国 ─ *2 （報告対象外）*1

日本 9.6 136

ドイツ 5.6 90

ベルギー ─ *2 ─ *2

スイス 0.0 16

注１）上記はそれぞれ自国内にある量。
*1： 中国は、使用前プルトニウム量についてのみ公
表する旨表明。

*2： 現時点では公表されていない。

わが国のプルトニウム管理状況
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夜空の星々は
みな核融合反応で光る

宇宙がいくつあるのかは見当もつ
きませんが、私たちが存在するこの
宇宙は、137億年前に「ぽろり」と生じ、
インフレーションと呼ばれている劇
的な膨張の後、「ビックバン」を経て、
現在に至ったと考えられています。現
在のこの宇宙で、人間が感知すること
ができる物質は4％程度、その他は暗
黒物質（ダークマター）が22％、暗
黒エネルギー（ダークエナジー）が
74％というのが最近の観測結果です。
人間が感知できる4％の物質のうち、
75％は水素（H）、25％弱がヘリウム
（He）でできており、水素とヘリウ

ムの存在比の隙間、1％未満にリチウ
ム（Li）からウラン（U）までの元素、
それらが結合した物質が存在します。
私たちの世界も宇宙全体からすれば
微々たるものです。
各元素の造られ方は、高校の物理の

時間を思い出しますが、恒星の中心温
度が約1,000万度K（絶対温度）を超
えると、水素が核融合を起こしヘリ
ウムになります。その後さらに温度が
上昇し、炭素（C）、窒素（N）、酸素（O）
などができ、恒星での核反応の最終段
階には鉄（Fe）ができます。さらに
温度が100億度Kを超えると、恒星は
重力崩壊を生じ、超新星爆発を起こし
ます。その時に鉄より重い元素たち
が造られます。宇宙、地球とその自然、

生物、そして私たち自身を構成する物
質である水素からウラン、それより重
い元素は、水素を除き、恒星の核融合、
および超新星爆発時の中性子捕獲や
ベーター崩壊といった核反応で造ら
れたことになります。
この地球上のほとんどの、物質ばか
りでなく、現在利用しているエネル
ギーも、核融合反応や他の核反応によ
り造られていると言うことができま
す。石油、石炭、天然ガスなどの化石
エネルギーも、核融合反応により造ら
れた物質同士が結合し、その結合エネ
ルギーが私たちの役に立っているわ
けです。原子力発電はウランやプル
トニウムの核分裂反応からのエネル
ギーの利用であることはご存じの通
りです。太陽光、太陽熱、風力、波力、
潮力、バイオ燃料の利用などの自然エ
ネルギーも、太陽の核融合エネルギー
の直接的あるいは間接的な利用です
し、水力発電も太陽の核融合エネル
ギーが位置エネルギーに替わったも
のです。温泉を湧き出させる地熱も、

究極のエネルギー　核融合
日本の技術が世界に貢献

CNFC レポート

「天の川銀河の中心」
恒星は核融合反応で光を放出（NASA）

　核融合研究の国際協力プロジェクトが進展しています。その中核の一つとなったの

が、日本原子力研究開発機構の那珂核融合研究所に設置されているJT-60装置です。

JT-60は現在、次のステップの研究のために改造中ですが、最近の核融合研究の状況

を伺うために那珂研究所を訪問しました。 （編集部）
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地球内部に含まれる放射性物質の崩壊
熱などです。ですからそれらエネル
ギーは、本を正せば核融合、核分裂や
他の核反応、すなわち原子力というこ
とになります。

D-T燃料1gが
石油8トン分のエネルギー

核兵器を除き、地球上において核融
合の実用規模での平和利用は、まだ完
成していません。米国、ロシア、英国、
仏国、中国、インドは、イスラエルも
含まれるかもしれませんが、人間を大
量に無差別に殺戮できる水素爆弾を開
発し、全体では人類を何回も消滅させ
るだけの量を保有しています。しかし
それらの国々でさえ、まだ「人類のた
め」の核融合の平和利用技術を持って
いません。ゆっくりとした核融合反応
を行わせる技術の実用化は、大変難し
いからです。しかしながら、夜空に光
る恒星すべてが、ゆっくりとした核融
合反応で光やエネルギーなどを発して
いるのですから、人間の技術もまだま
だたいしたことはないことを思い知ら
されます。
核融合の燃料である水素は、地球や
宇宙に無尽蔵にあります。しかし地球
上での核融合反応は太陽のような水素
同士などの反応ではなく、重水素（D）
と3重水素（T：トリチウム）の反応（D-T

反応）が考えられています。核融合反
応のうち、重水素とトリチウムの反応
が最も容易であるからです。その反応
に必要なトリチウムは、12.33年で半
分の量に減ってしまう（半減期）こと
から、天然には極わずかしか存在しま
せん。このため、リチウム（Li）に中
性子を当ててトリチウムとヘリウムを
生成し、そのトリチウムと重水素とで
核融合反応を起こさせます。
リチウムは、電池などにも広く利用

されている元素で、鉱石中に存在する
こともさることながら、海水中にはそ
の濃度からして2,300億トンが溶けて
いると計算されており、その埋蔵量に
は全く心配する必要がありません。重
水素は、海水1m3に約33g含まれてお
り、リチウム（海水1m3に約0.2g）以
上に豊富です。海水からリチウムが経
済的に抽出できるかどうかの技術開発
はこれからの課題ですが、その抽出技
術の研究開発はかなり進んでいます。
そのため、海水中のリチウムは今後期
待できる資源となります。
現在の地球上での化石燃料などのエ

ネルギー資源の確認埋蔵量は、現在の
世界の消費量からすると、石油が約
40年、天然ガス
が約60年、石炭
が約120年、ウラ
ンでも約100年分
と計算されてい
ます。ですから、
核融合が究極の
エネルギーとい
われるのは当然
といえます。

JT-60の
研究成果が
ギネスブックに

核融合の研究
は、1950年 代 か
ら始まりました。
当初から湯川秀
樹先生、朝永振
一郎先生、伏見
康治先生など、
大勢の有名な科
学者が核融合研
究のスタートに
深く関与された
ことは、わが国

にとって幸いなことでした。京都大学
で昭和30年（1955年）に開催された「天
体と核現象に関する合同セミナー」、
大阪大学で昭和32年に開催されたシン
ポジウム「大電流放電と高温プラズマ」
が、核融合研究の推進にとって大きな
きっかけとなりました。その結果、日
本学術会議や、昭和31年1月に設置さ
れた原子力委員会において、それぞれ
核融合に関する部会や委員会が設けら
れ、研究に関する検討が行われました。
昭和43年（1968年）には原子力委員
会において、核融合が「原子力特定総
合計画」の一つとなり、大々的な研究
が開始され、今日に至っています。
核融合の研究は、当初、大学などの

那珂核融合研究所長の二宮 博正氏
JT-60SAやITERプロジェクトなど分かり易く解説して下さった
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研究機関で始まりましたが、政府の原
子力専門の研究機関である日本原子力
研究所（現在の日本原子力研究開発機
構：原子力機構）でもトカマク方式（ソ
連のクルチャトフ研究所でのプラズマ
閉じ込め方式）を採用し、JFTなどの
核融合研究施設が建設され、JT-60（臨
界プラズマ実験装置）の建設、研究目
標の達成につながりました。
今、核融合は、今までの研究開発段
階から、実証段階となる原型炉に向け
てのITER（国際熱核融合実験炉）プ
ロジェクトと、ポストITERを念頭に
置いた研究活動である「幅広いアプ
ローチ活動」プロジェクトの二つの事
業を中心に、その両脇に炉心プラズマ
研究開発と、工学技術開発が進められ
ています。太陽で生じている核融合反
応を、この地球上で実現し、エネルギー
を取り出そうとするものです。
随分長い期間、世界各国で核融合の
研究が続けられてきましたが、磁場で
高温のプラズマを閉じこめて研究する
装置であるわが国のJT-60と、ヨーロッ
パのJET（欧州トーラス共同研究施
設：JT-60と同じような研究施設）と
が中心となり、核融合研究がここ20年
ほどの間に大きく進展しました。目標
の一つである臨界プラズマ条件（プラ
ズマの温度を高く保つために外部から
のエネルギーの入力と、核融合反応か
ら出てきたエネルギーが等しくなる条
件）をJT-60で達成したのです。

JT-60は、重水素同士の核融合反応
（D-D反応）を研究素材としています
が、地球上では重水素とトリチウムが
反応し易いので、実用炉としてはこの
重水素とトリチウムによるD-T反応の
利用を目指しています。
そのD-T反応を一定の時間持続させ
ようとしているのが、フランスのカ
ダラッシュに今建設中のITERです。

JT-60ではプラズマ温度を
維持するために、炉外か
ら高エネルギーの粒子と
高周波エネルギーを挿入
します。高エネルギー粒
子の挿入とは、容器内の
水に熱湯を注いでその水
の温度を上げることと同
じです。高周波エネルギー
の挿入は、電子レンジの原
理と同じ、高周波でプラ
ズマを加熱します。その
ような外部からのエネル
ギーの挿入により、核融
合反応を起こさせ、JT-60
では1996年に5.2億度のプ
ラズマ温度を達成してい
ます。この温度は太陽の
中心部の30倍の温度です。
勿論、その記録はギネスブックに登録
されました。

ITERは実用炉に近づく研究炉

ITERはD-T反応ですから、重水素
とトリチウムが反応すると、ヘリウ
ムと中性子ができ、さらにエネルギー
が発生します。ヘリウムは、風船の気
体にも使っている無害な物質です。こ
のD-T反応で生まれたヘリウムは高い
エネルギーを持っており、そのエネル
ギーを核融合反応の継続するためにも
使おうというわけです。核融合炉内の
D-T反応で生成したプラズマを燃焼プ
ラズマと言いますが、このプラズマが
安定して生成され、反応が400秒間持
続することをITERでは目標にしてい
ます。また、それにより生まれた熱エ
ネルギーが、50万kW以上となること
を目標にしており、そのような目標に
より、ITERは、今までの核融合反応
の実験装置からは一段ステップアップ
した装置になっています。ITERが成

功すると、次には実際に発電できる炉
の実証を行うこととなり、それが「原
型炉」です。それも成功すると実用炉
へと繋がります。

ITER計画は、7極（日本、EU、米国、
ロシア、中国、韓国、インド）の協力
で進めています。ITERは大きな装置
で、それを製造するために「ITER機
構」という国際機関が設置されていま
す。その機構がITERの機器を全て作
るのではなく、それぞれの機器を各極
が分担して作り、カダラッシュに持ち
込んで組み立てる事となっています。
今までの国際協力にはない、「面白い
国際協力」となっています。分担する
機器の中では、本体に近い部分の重要
なハイテクの機器を日本も担当する事
となっています。現在、原子力機構が、
日本政府からそのための機器の設計や
製作の指定を受け、その仕事の中心的
となって進めています。
今回の「面白い国際協力」で、とて
も気になることは、各国が持ち寄る機

ギネスブック登録証
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器を組み立てるのに、製品の仕様や品
質の違いが生じないのかということで
す。その失敗を未然に防ぐために、非
常に厳しい品質管理をし、またITER

の仕様を満たしているか否かチェック
されます。そのチェックでOKが出て
初めて、製造してもいいという許可が
出ます。
例えば、超伝導のトロイダルコイル
の場合、製造された超伝導の導体を束
ねてケーブルにし、それを巻いてコイ
ルを作ります。まず、超伝導のケーブ
ルを作ったら、ITERが規定している
性能を満足しているどうかがチェック
されます。それが問題なければ、コ
イルに巻く段階になるのですが、そ
のケーブルをコイルに巻く時に、その
巻き方についてもミリ単位での規定に
従って製造されることとなります。そ
のような方法で各極の各装置の製造を
コントロールし、品質を合わせます。

何でも分割して各極で製造

原子力機構は、以前から、EUや他
の国が作った超伝導コイルを、那珂研
究所の試験装置でチェックしきたとの
ことです。そのような時に、いろいろ
な問題が生じても、相互に協力しなが

ら解決し、さらなる装置の製造に貢献
した経験もありました。その時に培わ
れた技術、さらには仕様と品質管理の
在り方などを反映させることにより、
ITERの機器仕様、品質の管理は成功
するのではないかと、原子力機構の関
係者は考えています。
今までの国際協力では、普通、炉は

この国が作り、そのほかのそれぞれの
装置はどこの国々と、それぞれの装置
を分担し、持ち寄るのが通例の方策で
した。ITERの場合には今までの国際
協力とは全く異なり、炉自体を分割し
て、一つの仕様に基づきそれぞれの極
（各国）で製造し、炉に組み立てると
いうこととなりました。「大丈夫かな」
と思わせる大胆なプロジェクトです。
ITERの最先端のハイテクの装置をも
それぞれの国で作り、その技術や経験
をそれぞれの国で体験し、確立したい
という各極からの要求がありました。
例えば、超伝導コイルの導体もインド
を除く6極で作り、組み合わせる事に
なっています。また、ITER建設の費
用を多くの国と負担し合う要因もあり
ました。それらがITERに参加する大
きな意図の一つともなりました。
現在、ITER参加7極の核融合に関す

るノウハウや技術には、はっきり言っ
てレベルが揃っているわけではありま
せん。ITERの建設・運転にあたっては、
それぞれの国が持っている特許につい
ても、要求があれば開示しようという
事になっているようですが、それでも
機器の製造技術のノウハウは、なかな
か伝え難いでしょう。
例えば、超伝導の導体を作るには、
長さが1km弱の直線の細長い工場が必
要になります。これも各極が自分の国
でその導体を製造することとなれば、
当然、そのような製造工場も必要にな
ります。日本では北九州市若松区にあ
る会社が、ITERのために900mの超伝
導コイル導体製造工場を竣工し、試験
的にすでに760mの銅制のダミー導体
の製作を行いました。そのようなこと
が現実的に各極で可能かどうかの問題
もありますが、各極への日本の協力は
欠かせないこととなるでしょう。
韓国、中国、インドでも核融合が非
常に重要だと認識しているからこそ、
ITERプロジェクトに、後発ながらも
参加したのだと思われます。特に中国
やインドでは、やはり将来のエネル
ギー供給問題を考えると、なおさら核
融合の実用化に期待を掛けている証左

高性能の高周波加熱装置。炉内のプラズマを加熱 超伝導体ケーブルを束ね支える支持構造物（切り出した一部）
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であると思われます。ただ、参加極が
多くなったことが、当初の調整などを
煩雑にしていることは当然ですが、そ
れでもITER機構が中心となって、よ
り良い調整を進めていることは頼もし
いことです。

JT-60からJT-60SAに

現在の世界の核融合実用化に関する
国際協力については、ITERと並行し
て、ITERにも貢献するし、次の原型
炉の建設も視野に入れた「幅広いアプ
ローチ活動」というプロジェクトを、
日本とEUが協力して進める事になっ
ています。この「幅広いアプローチ活
動」という名は、何か不思議な、イメー
ジし難い名前です。せめてもっと分か
り易い「実用化のためのフルスコー
プ・プロジェクト」などとして欲しかっ
たと思いますが。
この「幅広いアプローチ活動」の
一つは、JT-60の炉本体を、新しい超
伝導のコイルによる炉に作り替える
プロジェクトです。この新しい炉（JT-

60SA）には、二つの大きな目的があり
ます。その一つは、ITERに先だって
JT-60SAを運転し、いろいろな実験の
成果、経験をITERの運転、すなわち
ITERでの目標のプラズマの発生に貢
献することです。いわゆるITERの支
援研究です。
もう一つは、ポストITERである原
型炉の実現のために、ITERよりももっ
と高性能な実験を行うことです。一言
でいえば、出力密度が高いプラズマを
作ることです。出力密度を高くするこ
とができれば、核融合装置のサイズを
小さくすることができます。そうなれ
ば経済性につながる、実用化に近くな
るという事です。そのような二つの目
的でJT-60の改造が行われています。
現在、JT-60の解体工事がおこなわ

れ、周りの実験装置が撤去され、いよ
いよ中心部分のトカマク本体の撤去が
開始される事となっています。この
跡に取り付けられる改良装置の建設も
並行して始まっています。JT-60SA用
に、超伝導コイルの導体を作るための
600m強の長さの製造施設を作り、そ
の導体はすでに完成しました。コイル
に巻くための工程が残っているだけで
す。そのコイルは、円形の非常に大き
なコイルとなるため、運ぶ事ができず、
この研究所の敷地内にそのコイルを
製作する施設をも作っています。JT-

60SA用のプラズマを閉じ込める真空
容器の製造も、順調に進んでいます。
プラズマとは、原子の中心の原子核

とその周りを回る電子が、温度が1万
度以上になるとバラバラに動き回る状
態をいいます。身近なものとしては蛍
光灯で、ガラス管の中には水銀のガス
が入っており、それが点灯によりプラ
ズマ状態となり、グロー放電を起こし、

アルゴンなどが発光します。他にも雷
やオーロラ、もちろん太陽などの恒星
もプラズマ状態のままです。ちなみに
蛍光灯内のプラズマの温度は1万度と
なりますが、密度が低いため、ガラス
管が溶けることはありません。サウナ
風呂で火傷しないのと同じ原理です。

JT-60のような核融合装置は、ドー
ナツ形の蛍光灯の周りにコイルをたく
さん巻き付けたものと考えて頂ければ
分かり易いと思います。蛍光灯の外側
はガラスですが、核融合装置の真空容
器はステンレスでできています。JT-

60SA用の真空容器もそのまま工場か
ら運ぶと大変なので、やはり那珂研究
所に分割した容器を運び込み、ここで
組み立て、溶接する事になっています。

JT-60SAは、非常に順調に改造工事
が進んでいます。EUからは、ITERと
同じように、トカマク方式でプラズマ
を閉じ込めるためのトロイダル磁場コ
イルを、那珂研究所に運び込みます。

改修中のJT-60。周辺装置を外し、いよいよ炉本体の解体へ
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超伝導のために極低温を保持し、コイ
ルを支えるための囲いを「クライオス
タット」と言いますが、それもEUか
ら運んできます。そのような装置を作
るため、EUとの間で調達取り決めを
し、EUではすでにこのクライオスタッ
トの製作に取りかかっているとのこと
です。核融合開発はこれからも国際協
力、共同研究方式で進むことになるで
しょう。大変合理的ですし、経済的、
友好的です。この研究費が「仕分け」
され、減額されないように願うばかり
です。

ITERの前にJT-60SAが
大きな役割

JT-60SAの、日本が作る機器とEU

が担当する機器は、ITERでそれぞ
れが担当し製作する装置の逆になっ
ています。炉の主要装置で例えれば、
ITERプロジェクトでは日本はトロイ
ダル磁場コイルを製造しますが、真空
容器は作りません。中心ソレノイドコ
イルの導体は日本が作りますが、コイ
ルにするのはアメリカです。JT-60SA

の場合には、これら主要装置を組み合
わせてトカマク方式の核融合炉として

作り上げる技術、統合技術は、那珂研
究所内に作りますから、やはり日本が
中心になって担当します。そのような
ことから、ITERとJT-60SAの日本の
担当部分を合わせると、トカマク装置
を作る技術基盤が確立できるという事
になります。
説明が遅くなりましたが、JT-60SA

の「SA」 と は、Super-Advancedの
略です。初代のJT-60は、一度改造さ
れました。アップグレードされまし
た。それよりさらに「その先」という
意味の「Advanced」と、スーパー・
コンダクターのスーパーを付けた名前
です。この名前を付ける時も、今回の
SAを作るために協力して下さった大
学の先生方とも相談して「SA」を考
えたとのことでした。

JT-60SAの 運 転 開 始 は2016年、
ITERは2019年です。「SA」は、ITER

よりも少し早く運転します。「SA」が
運転開始する2016年時点では、このよ
うな規模の核融合装置の運転は那珂研
究所だけですから、ヨーロッパやその
他の地域の研究者もこの研究所に集ま
り、共同で運転、研究を行う事となる
そうです。

六ヶ所村にも
大規模な国際研究センター

「幅広いアプローチ活動」には、JT-

60SAへの改造とその運転のほかに、
青森県六ヶ所村で始められるプロジェ
クトがあります。その六ヶ所村のプロ
ジェクトを「国際核融合エネルギー研
究センター」と呼んでいます。ここで
のプロジェクトの一つは、ITERの次
のステップとなる原型炉の設計と、そ
のためのR&Dを行います。二つ目に
は、大型計算機によるシミュレーショ
ンを行うプロジェクトで、プラズマの
挙動のシミュレーションなどを行いま
す。三つ目には、JT-60SAやITERを
この研究センターで遠隔操作するとい
う実験も考えられています。これら三
つの原型炉に向けた活動が、六ヶ所村
のこのセンターの主要な事業となりま
す。
もう一つ、この研究センターのプ
ロジェクトとして、ITERでの重水
素とトリチウムの核融合反応により、
14MeV（14メガ電子ボルト）のエネ
ルギーを持つ中性子が飛び出してきま
すが、その中性子が周辺装置にどの程

JT-60SAの元気なプロジェクトマネージャー鎌田 裕氏
みんなが明るくなります

科学の最先端JT-60のコントロールルームにも神棚。
ホッとしますね
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度影響を与えるかを確認するために、
試験用加速器の工学的な設計活動を行
います。最終的には14MeVの中性子
を発生できる加速器（国際核融合材
料照射施設（IFMIF）：International 

Fusion Material Irradiation Facility）
を作り、材料試験を行うこととしてい
ます。
このように、ITERプロジェクトで
は、ITERを建設し、その運転を行う
だけではなく、基本的なプラズマの研
究や、次期原型炉建設に向けた設計、
工学的な実証など、幅広い分野の研究
活動を行います。そのため、いろいろ
な技術や経験を持った研究者、技術者

の協力が不可欠です。
核融合反応により、14MeVの高い

エネルギーを持った中性子がたくさん
出ますが、その中性子が最も多く当た
る装置は、真空容器の内側の「ブラン
ケット」と呼ばれる部分です。このブ
ランケットで、中性子のエネルギーを
取り出すと共に、ブランケットに入れ
たリチウムと中性子を反応させて、核
融合燃料であるトリチウムを作りま
す。一石二鳥です。トリチウムができ
た分、反対にリチウムが減りますので、
そのブランケットは2～3年で取り替え
られることとなります。
高いエネルギーを持った中性子が

ブランケットに当たる
と、ブランケットに影
響が出るのではと心配
になりますが、ブラン
ケットは2～3年保てば
取り替えることとなり
ますので、心配する必
要はありません。その
外側にある真空容器な
どは中性子の影響はほ
とんど受けません。

ITERでは、このリ
チウムを含んだブラン
ケットを真空容器の内
側に全面的に配置する
のではなく、次の原型
炉を念頭に置いた「テ
ストブランケットモ
ジュール」をその一部
配置して運転し、原型
炉用ブランケットとし
ての試験を行う計画で
す。このブランケット
の開発如何が、次の原
型炉開発に大きく影響
することになり、大切
な技術開発課題です。

このテストブランケットモジュール試
験は、本来のITER計画にはなく、参
加各極が、おのおの自分のアイディア
に基づいたテストモジュールを製造
し、ITERに持ち込んでテストするこ
ととなっています

実用化には
さらなる先端技術の開発が必要

核融合炉が実用化段階に達するため
には、いろいろな今後の課題がありま
す。その一つが、核融合反応に必要な
プラズマの条件ですが、それは、ほぼ
達成されつつあります。例えば、プラ
ズマの温度は、核融合反応を継続する
ために数億度を達成しなくてはならな
いのですが、今までのJT-60の実験で、
すでに可能となっています。JT-60で達
成した温度が、ITERや次の原型炉に
必要な温度を達成しているからです。
核融合炉の大きさも経済性を考える

時の大きな要素です。核融合炉が実用
化されるためには、炉の大きさや出力
規模、特に建設費が大幅に改善されな
いと、今の核分裂の原子力発電所と対
抗できません。そのような実用化のた
めの課題も、ITERではある程度視野に
入れてプロジェクトが組まれています。

JT-60SAでは、プラズマの大きさを、
さらに小さく閉じ込める装置に改造し
て実験を行うことにしています。その
ような改造も実用化のための研究開発
の一環です。プラズマの大きさを小さ
くして、プラズマの密度を上げること
ができれば、炉も小さくなり、建設費
削減に貢献できるわけです。
ではどれだけ核融合炉のサイズを
小さくできるかといいますと、ITER

の直径（30m）を半分にしますと、
JT-60の炉の大きさになり、体積は8分
の1になります。この大きさでは50万
kWの出力は得られないことが分かっ

ITER用のブランケット遠隔ロボットアーム（右）
狭い出入り口から炉内に入り、ブランケットを取り付け、取
り外しを行う。テレビゲームのコントローラーでも操作が出
来るか試作
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ており、大きさ的には将来の実用炉も
ITER程度になるのではないかと考え
られています。
小型するのに必要な技術開発として、

高温超電導技術の開発もその一つで
す。高温超伝導体の開発が、1986年に
発表されて以来、そのような超伝導体
の研究が進んでいます。最近（2004年）
では、160度K（－113度C）が最高記
録となっています。さらに高温の超伝
導体が開発されれば、経済的なメリッ
トはさらに大きくなります。高温超伝
導技術の開発は、炉の小型化や経済性
の突破口ともなる技術の一つです。

子供達が実用炉を作る

核融合の技術開発で生まれた技術
の、他の分野への波及効果は、今まで
広い分野に大きな効果を生じていま
す。良く聞かれることとして、スーパー
コンピュータの技術発展にも大きく貢
献したと言われています。

JT-60の技術波及効果としては、例
えば、直流送電のサイリスタ技術、北
海道と本州間の送電技術にJT-60の技

術が使われています。また、超電導技
術は、医療用MRIなどにも利用されて
います。真空技術も広く産業に波及し
ています。大容量のターボ分子ポンプ
などもJT-60からの波及効果です。そ
のための金属パッキンなどの部品もそ
うです。当然JT-60で培われた多くの
技術が、ITERの建設に利用されてい
ることは分かり切ったことですが。
ただ、核融合の研究者や技術者は、

研究に没頭しているためか、そのよう
な技術の波及効果についてあまりPR

していないと言うか、PRが苦手のよ
うです。そのため、核融合研究で開発
された技術は、核融合分野のためだけ
で使われているのではと一般には思わ
れがちです。どの様な科学技術も、開
発された技術がその分野だけで利用さ
れていることはほとんどないのです
が、その技術の利用拡大のためにも、
積極的な情報提供を行う必要があるで
しょう。
核融合の特徴を紹介する場合、一つ

は燃料が地球上に豊富で、少しの燃料
でたくさんのエネルギーを取り出せる

こと、二つ目が安全で、ガスコンロの
ように燃料の栓を閉じれば直ぐに炉の
反応は止まること、三つ目が核融合反
応による生成物がヘリウムと中性子
で、その扱いが楽だと言うこと、そし
て、四つ目が先端技術の他分野への貢
献、と説明しているようですが、四つ
目の詳しい説明はあまり聞いたことが
ありません。
波及効果のPR以上に大切なことは、
子供達への教育です。ITERは2019年
に完成し、その後20年間運転を続ける
国際協力プロジェクトです。今の子供
達がITERの運転や実用炉の研究開発
を行うこととなります。原子力機構で
は、高校や小学校にも出前講義をした
り、筑波の万博記念会館に核融合研究
の常設の展示、文部科学省のスーパー
サイエンススクールへの協力もしてい
るとのことです。原子力機構として、
核融合研究に関する独自の、一貫した、
子供達への教育プログラムの立案と実
行も、ITERプロジェクトの、不可欠
な国内向けプロジェクトだと感じまし
た。

いんふぉ くりっぷ

日本、フランス、米国の3カ国は、
ナトリウム冷却高速炉の具体的な共同
研究、開発に乗り出すこととなりまし
た。共同研究の担当機関は、わが国が
日本原子力研究開発機構、フランスが
原子力・代替エネルギー庁、米国がエ
ネルギー省です。2008年に同じ3機関
で取り交わされた協力の覚書では、高
速炉に関連する情報交換が主体でし
た。

10月4日に署名されたこの改訂覚書
では、これまでの3機関の協力に加え、
それぞれの国のメーカーを交えた高速
炉の実証炉の設計、その燃料製造の検
討、燃料サイクルの課題の検討、実証
炉の安全性、システム構成、計装、材
料などの開発、またそれぞれの国での
高速炉研究の運転経験の共有、さらに
は各国の研究施設の共用についても行
われることとなっています。

高速炉実証炉の実現に向かっての今
回の具体的な共同開発については、高
速炉開発での初めての試みであり、そ
れぞれに開発予算の節約を図ることが
できます。また、実用化を踏まえた各
国の技術やノウハウの共有、安全性や
信頼性の向上、しいては高速炉の技術
の国際標準化をも視野に入れた共同研
究開発を目指すことができます。その
成果を大いに期待したいと思います。

高速炉の日仏米の協力覚書改正
実証炉の実現に向けて
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時代が変わっても着実に進められて
きたITERという名の国際協力

核融合エネルギーを開発する国際協
力のITER（国際熱核融合実験炉）計
画は、25年前の1985年11月に、ジュネー
ブでの米国のレーガン大統領とソ連の
ゴルバチョフ書記長の米ソ首脳会談を

キッカケに、始められることとなりま
した。その後、ベルリンの壁崩壊（1989
年11月）、ソ連の崩壊（1991年12月）、
アメリカ同時多発テロ事件（2001年9
月）、イラク戦争（2003年3月）などが
ありましたが、米国、ソ連（ロシア）、
ヨーロッパ連合、日本の4極の協力事
業としてのITERプロジェクトは着実

に進められました。
1988年にはITERの
概念設計、1992年
には工学設計が始
まり、2001年には
最終設計報告書が
ITER参加各国に提
示され、建設計画
の具体的な動きが
始まりました。

ITERプ ロ ジ ェ
クトへの参加国は、
米国が1999年に一
時撤退しましたが
2003年に復帰、カ
ナダが2001年に参
加しましたが2003

年に撤退、同年、中国と韓国が参加、
2005年にインドが参加し、現在の7極
となりました。
　ITERのサイトは、カナダのクラ

リントン、日本の六ヶ所村、スペイ
ンのバンデヨス、フランスのカダラッ
シュが提案され、最終的に2005年6月
にヨーロッパ連合推薦の南仏のカダ
ラッシュに決定されました。そのサ
イト決定時の取り決めの一つとして、
ITERの機構長を日本から選定するこ
ととなりました。早速、2005年11月、
ITER機構長の指名が行われ、当時ク
ロアチアの大使であられた池田要氏が
指名されました。その指名から2010年
8月の退任まで、実質的な機構長とし
てITERプロジェクトを立ち上げ、支
えてきた池田さんにお話を伺いまし
た。以下は池田さんに伺ったお話を基
に、現在のITERの現状を編集部でま
とめてみました。

研究開発から実用化の第1歩へ

フランス政府の研究機関であるカダ
ラッシュ原子力研究所は、昨年で50

各国が一番となるための
新しい国際協力 ─ ITER
前ITER機構長の池田要氏に聞く

▲ITERのトカマク炉概念図
2019年から運転開始予定

前ITER機関長・池田要氏
どのような組織でも初代は苦労するもの、ご苦労様でした
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周年を迎えました。わが国の原子力施
設立地地域でも同様ですが、カダラッ
シュ周辺の地域住民や自治体は、原子
力に関してしっかりとした理解を持っ
ており、ITERのプロジェクトにとっ
ても適切なサイトとなっています。
ヨーロッパでは、核融合技術の利用
についてまだまだ広く議論がなされて
おり、ヨーロッパの原子力学会などで
は、核融合反応で生じたエネルギーの
高い中性子を高速増殖炉（FBR）で利
用するという、核融合炉とFBRのハイ
ブリッド炉の提案もあります。もちろ
ん核融合炉とFBRは区別して検討すべ
きだとの議論もあり、フランス国内に
おいてもそのような自由な議論ができ
る風土が育っています。
わが国の原子力の平和利用に対する
考え方はフランスと同様で、日仏共に
エネルギー資源がほとんどない国とし
て、プルトニウムを含む原子燃料を積
極的に平和利用しようと、両国間でも
共に協力してきました。核融合につい
ても、両国ともエネルギー資源の利用
拡大の観点から、またその膨大な資源
量からその技術開発に着目し、その実
用化に向けて早くから積極的に関わっ
てきました。
実際にヨーロッ
パでは、フランスで
ITERプロジェクト
が立ち上がり、核融
合によるエネルギー
生産のための実験炉
の建設が現実のもの
となりつつあること
から、核融合技術に
関する理解促進が進
んでいることは確か
です。池田さん自身
が、原子力やエネル
ギーの会議などでし

ばしば呼ばれて講演し、その時に感じ
ておられることとして、核融合技術が
今までのような科学技術、研究開発分
野に止まらず、エネルギー源としての
認識が広まってきているということで
した。しかしながら池田さんとしては、
まだまだ核融合技術の仕組みや現状
を、各国の、特に国会議員などに対し
ても説明の機会が少なく、それが核融
合開発に携わる関係者の今後の課題と
なっている、とのお話でした。

ITERプロジェクトを説明する会合
などで、「いつ、研究開発段階から実
用化段階に移ったのか」と不思議が
る質問も時にはあるようです。ITER

は、10年かけてその炉を建設し、50万
kWの出力で20年間運転するという、
実用規模の実験段階のプラントです。
ITERは、今までのような研究開発レ
ベルの炉ではなく、入力したエネル
ギーに対し、その10倍のエネルギーを
出力するという炉で、それを20年間運
転し、その安全性や工学的な実証など
を行うプロジェクトです。しかしなが
らITERがそのような実用規模の実験
プラントであることをまだ分かってお
られない方も多いようで、核融合全体
に対する認識も今は「過渡期」にある

と思われます。
実際にITERプロジェクトの職員も、

今まで研究開発に係わってこられた科
学者が半分、ITER建設のための技術
者が半分という構成です。これからは、
科学者だけではなく、原子力発電所を
建設してきた技術経験者の協力無しに
はうまくいきません。ITERプロジェ
クトの組織作りは、そのような経験者
を集めることから始まったと言うこと
もできます。

8月から本格工事開始

ITERのためのフランス・カダラッ
シュのサイトの広さは、180haありま
す。その内の40～50haの森を切り開い
て400m×1kmの敷地を造成し、付帯
施設の建設を始めています。ITERの
場合には、委員会（運営諮問委員会、
科学技術諮問委員会など）で殆どのこ
とが決定され、実行されるため、各国
が約束したことを計画通り実行できる
かどうか確認し、それぞれの委員会で
議論してきました。そのため敷地造成
の間に、ITERプロジェクトのベース
ラインやスケジュールの確認が大仕事
となったとのことです。世界的な財政
危機などもあって、プロジェクト参加

仏・カダラッシュのITERサイト（現在は地盤工事が始まっている　www.iter.org）
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各国でも設計の見直しや、期間や費用
の見直し、その見極めにも時間がかか
り、確認に2年程度かかりました。
今年8月からトカマク施設の地盤
工事が始まり、この機会に池田氏の
ITER機構長としての任が解かれ、本
島修氏に交替することとなりました。

同じ装置を作り組み合わせる
国際協力

ITERは、今までにない国際協力プ
ロジェクトです。池田さんは以前、宇
宙ステーションを建設するときに活躍
した一人でした。その宇宙ステーショ
ン建設に参加した各国は、既にそれぞ
れに宇宙開発機関、NASA、NASDA、
ISERなどを設けており、それら機関
がそれぞれインターフェースの少な
い、あるいは独立した宇宙施設や設
備を建設し、ステーションを組み立て
ました。ITER計画が始まった時には、
宇宙ステーション建設の時のように、
ITERのための機関が参加国すべてに
ある、というわけではありませんでし
た。そのため、参加国の中には、核融
合研究開発機関を設置するところから
始めた国もあります。
2001年11月のITERの政府間協議開
始の時には、日本、EU、ロシア、カ
ナダの4極であった参加国も、2003年
にカナダが撤退、米国が再参加し、中
国、韓国が参加、2005年にはインドが
参加しました。この7極によりITERの
建設が具体的に始まりました。

ITERでの国際協力でユニークなの
は、新規に参加した国々を含むそれら
の7極がすべて機器、設備を製作し、
経験を共有することです。宇宙ステー
ションの建設の時のように、パーツ毎
に得意な分野を各国が製作し組み立て
るのではなく、ITERの場合には、炉
などの重要な装置は、各国でぶつ切り

状態で製造し、組み合わせ、一つの装
置として完成させるという方法をとっ
ています。そうすれば各国の産業界は、
ITER装置すべての製造経験を共有す
ることが出来るわけです。
装置の仕様は一つです。当然、品質

管理、製造精度にも違いが生じてはな
らないわけです。その結果、ITERが
完成したときには、参加7極がある程
度技術力に足並みが揃うこととなり、
今までにない国際協力プロジェクトが
完成するという、大変な知恵が働いた
プロジェクトとなります。ですから、
ITERは新しい国際協力の枠組み、新
たな取り組みと言うこともできます。
もちろん各国がその責任を資金面や技
術面でも果たさないと、このプロジェ
クトは成功しないことになります。

クロアチア大使辞任は断腸の思い：
池田氏

池田さんが初代のITER機構長とし
て指名されたのは、2005年11月の次官
級協議の場で、全会一致で合意された
時です。その時、池田さんはクロアチ
アの日本大使をされており、結果的に
二足の草鞋を履かされることとなった
わけです。この二足の草鞋は、2006年
3月のクロアチア大使辞任まで続きま
した。ITER機構長として正式に任命
されたのは2007年11月ですが、実際の
仕事は2005年11月の指名された時から
始まりました。指名された途端、大使
館に出勤し、机のコンピュータを開け
ると、当時のITER国際共同チームの
責任者として相談事がどんどんメール
で送られてきました。それらに対する
判断や決済に迫られ、とても片手間で
は機構長の職務を済すことができない
状況になり、大変ご苦労されたようで
す。ITERは、人使いの荒い国際機関
ですね。それだけ池田さんに期待が集

まっていたということでしょうが。
2006年初頭には、カダラッシュのサ

イト地域でのパブリック・ディベート
も始まりました。サイトが決まってか
ら地域住民とのディベートが開かれる
という不思議なプロセスですが、それ
が数十回行われました。池田さんも必
要に応じて大使の仕事の傍ら、参加要
請され、当然度々クロアチアを出国し
なければならないこととなりました。
そのようにITERの仕事があまりに繁
雑になり、ついに池田さんは日本政府
に対して大使の辞任を願い出ました。
病気以外の理由で「大使を辞めたい」
と申し出た方は、今までにはおられな
かったそうです。2006年3月に国会で
大使辞任が認められ、すぐにそのま
まカダラッシュに赴任しました。カダ
ラッシュでのパブリック・ディベート
が一段落する頃のことです。大使辞任
については、クロアチア大統領や政府
関係者にはご理解と励ましをいただい
たのですが、池田さんとしては「任国
を離れるに当たって辛い思いをした」
と語っておられました。

てんやわんやのスタート

池田さんは、早速、赴任したカダラッ
シュで、今まで二つの場所にあったオ
フィスを2006年末までに閉鎖し、カダ
ラッシュに集めることを行いました。
その時、約100人の関係者が家族を連
れてカダラッシュに集まりました。今
まで研究開発を進めてきた関係者が、
実規模に近い研究炉を建設しようとす
るプロジェクトですから、本気になっ
てカダラッシュに集まったのです。
さらに池田さんは、「職員には、

ITER機構を立ち上げたときに、そこ
で働く人たちがその工程やスケジュー
ルなどを熟知していなくてはならな
いし、それが研究開発ではなく建設
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プロジェクトであることを認識させ、
意識の切り替えをしなくてはならな
い」と考え、その徹底を図りました。
ITER機構の組織化を図りながらその
レビューを常にし、新しい職員には
ITERプロジェクトについて理解させ、
同時に今後の工程や計画の見直しをも
進める仕事は、池田氏曰く、「当然の
ことですが、試練でした」。
青森県六ヶ所村もITERの候補地で

したが、サイトが決まらないままに進
められてきたITER計画は、フランス
もそのサイトに立候補したこともあっ
て、その費用などにフランスをはじめ
としてヨーロッパ諸国にも大変な苦労
がありました。しかしフランスは、政
治的な仕組みを作り、地元自治体に
も政府と並ぶくらいの投資をさせるな
ど、大変感心させられる仕組みを作り
ました。

ITER機構としても、最初は4極で
始めたプロジェクトが途中から6極、7
極となり、そのための各国の思惑や仕
事・責任分担を調整し、マネージメン
トする仕事までは考えられていなかっ
たため、予定にはない多くの仕事を

抱えることとなっ
てしまったようで
す。ITER機構は、
現在（2010年9月）
30カ国からの460
人が働いています
が、その人たちだ
けで仕事を進めて
いるわけではあり
ません。ITERは、
各国が製造した装
置のパーツを持ち
寄り組み立てるわ
けですから、各国
でもそれぞれに責
任機関を設けて

ITER機構と調整しなくては、装置す
ら設置できません。そのように各国が
足並みを揃えるのに2年かかりました。

ITER協定の各国による正式な批准
が済み、2007年10月にITER協定が発
効し、ITER機構が正式に成立しまし
た。その時すでに活動していたITER

機構の先駆け部局もあったのですが、
1年かかって正式に機構組織が立ち上
がることとなりました。ITERのサイ
トがヨーロッパに決まっても、その準
備に時間がかかりました。従来の国
際的あるいは国内的なプロジェクト
では、スタート時点で費用が準備さ
れ、組織も造られ、人員も配置され、
「よーい、どん」と始まるわけですが、
ITERプロジェクトはそのような順調
なスタートではありませんでした。そ
れがITERというプロジェクトの特徴
だと言うこともできるのですが。
でも各国の仲間が集まれば、同じ分
野で同じ思いを持っている人たちです
から、チームが動き出せば、まとまり
は早かったのです。それぞれに国々の
バックグラウンドが違っても、うるさ
いことを言い合っても、何十年も核融

合の研究開発をし、その実用化に一生
を掛けてきた人たちです。「このプロ
ジェクトが実現できなかったら私の人
生は何だったのか」という人たちばか
りですから、その後の準備はスムース
に進みました。

各国の文化の違いも乗り越えた
国際協力

ITERプロジェクトの委員会での検
討や決定は、国際コンペティションの
ようなものです。同じ部品や装置をそ
れぞれの国が製造し持ち寄るわけで、
各国とも同じスペックに従い製品を作
ります。しかし、国によって費用のか
け方も違うし、産業界の協力の仕方も、
興味の違いもあります。製造を担当す
る企業の担当者の考え方によっても製
品に違いが出てきてしまいます。時間
通りに完成しないかもしれません。兎
角、委員会が中心になって運営され
る仕組みには、そのようなリスクが生
じます。このようなことが初めから分
かっていて、なおかつ、このような大
規模な国際協力プロジェクトが組ま
れ、進められていることは驚くべきこ
とであり、今までにはなかった事です。
スケジュールの問題でも、それを議
論する過程において多くの議論がなさ
れたとのことです。特徴的なものとし
て、「10年も建設にかかるプロジェク
トであるのだから、予備の期間、1～2
年の余裕がないのはおかしい」という
ものです。わが国ではどの様な建設プ
ロジェクトでも「1年ほど予備期間を
下さい」と言ったら、「馬鹿者」と返
事が返ってきます。ITER建設のどこ
にリスクが潜んでいて、その時にはど
の様に解決していくかなどの議論が盛
んに行われ、合意するまでにはかなり
な時間がかかったようです。このよう
な大きな国際協力プロジェクトを実施
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するのに、早くから準備していても、
各国の文化がいろいろの場面で絡んで
くる事を再認識しました。
このような摺り合わせは、各分野で
行われ、各国がそれぞれの国に持ち
帰って確認し、「OK」をとるまでの作
業も大変だったようです。

計画より2年早く開校した国際学校

準備期間の苦労は、ITER施設の建
設ばかりでなく、ITERで働いている
関係者の家族のための生活環境整備
にもあったとのことです。インフルエ
ンザが世界的に流行った時に、改めて
ITER関係者の家族を数えたら、1,000
人を超えていました。その子供達のた
めの学校を作る事は最初からの課題で
した。学校が気に入らなければ、希望
を胸に集まった職員が家族を連れて国
に帰ってしまうかもしれません。働く
人の家族のための学校を作る事は、フ
ランスにITERのサイトを誘致する条
件の一つとして、ヨーロッパ各国が約
束したものです。ITERプロジェクト
が始まる前に、各国関係者が下見に来
た時にはすでに学校があり、先生が勤
務していなくてはならないと望まれて
いました。実際は、本来の計画より2
年早く、地元に学校ができました。
学校は、ITERサイトの近くのマノ

スク市の比較的新しい高校の施設を一
部使って始まりました。地元ではそれ
ぞれ地元自治体間の政治的な駆け引
きがあり、初めはなかなかその学校の
場所を決める事ができなかったようで
す。でも最終的には「池田機構長が決
めた」とのかけ声のもとで、マノスク
市に決まりました。池田機構長と地元
自治体とのお付き合いも大変だったよ
うですが、しかし協力的に物事が進ん
だようです。
新しい学校は第1期工事が2009年9月

に完了し、第2期工事が2010年9月に完
了しました。「マノクス国際学校」と
言います。
学校は、3歳から18歳までの子供達

が対象です。保育園から高校までです。
フランスでは3歳から義務教育が始ま
るからです。学校の生徒数は、初めは
80人ぐらいでしたが、今年の秋には
400人ぐらいになりました。学校では、
フランス語が基本で、授業の半分がフ
ランス語です。残りの授業は英語、日
本語、ドイツ語、イタリア語、中国語
の5カ国語で行われており、その他の
補助的な言語として、ロシア語、韓国
語、ヒンディー語のサポートがあると
いうことです。
今年の夏前には、
初めての高校卒業生
を出しました。先生
の数は、生徒が300
人の時には70人お
りました。今はもっ
と多くなったことで
しょう。一般の学校
に比べ、先生の数が
一桁違います。この
ように先生の多い学
校はここだけでしょ
う。勿論、この学校
には地元の子供達も
入学できます。最初
の約束では地元の子
供の比率は、4分の
1という事でしたが、
今は2分の1が地元の
子供たちとなってい
るとのことです。本
当に羨ましい国際学
校です。
カダラッシュの地
元の自治体は、ITER

プロジェクトに対し

て積極的な協力をしています。ITER

プロジェクトに集まる人たちの国の文
化とプロバンス地方を交流させた風土
をここに作りたいと、地元の方々の思
いがいろいろなところに出てきていま
す。また、地元では、フランス政府と
同額ほどの500億円をITERプロジェ
クトのインフラ整備に出資されていま
す。当初、マルセーユからカダラッシュ
までの道路の拡張や補修、橋の架け替
え、補強、学校を新たに作る事も地元
からの要望にありました。フランス政
府はそのような事業に、立地地域が関
与できるような仕組みを作りました。
カダラッシュは、南フランスの4つの

ITERから南西に約60kmにあるエクサンプロバンス
朝の木陰の中の緩やかな時間
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県の狭間にあり、それぞれの県が役割
を分担し、資金を出し合って進めてい
ます。
これら地域の関係者もITERには好
意的で、ITER機構のトップが日本人
で、「国際協力も進めている事にも好
意的で有り難かった」と池田さんも感
謝していました。地元が日本に対する
理解や近親感もあり、池田さんも活動
しやすかったとのことです。

機器製造ばかりでなく、
規制制度のノウハウも共有

カダラッシュには、フランス政府の
研究施設や民間の研究施設もあり、昔
から原子力施設についての地元の理
解が深い地域です。ITERについても
地元住民の受け取りかたは前向きで
すが、一部には反対運動もあるようで
す。高速道路から見える山肌に「Non 

ITER」と書かれていたときもあった
そうです。
これからはITERの安全審査があり、

さらに、建設終了後の運転許可を得る
ために、その最終段階にパブリック・
インクワイア（公聴会）が設定されて
おります。そのために地元住民に対し
て安全審査の結果や情報が提供され、
意見交換が行われることになっていま
す。ITERの安全性は他の原子力施設
同様に、あるいはそれ以上に全く問題
ないのですが、今までの原子力施設と
異なる点がトリチウムを燃料の一部と
して利用することです。トリチウムは
3重水素のことで、ご存じのように放
射性物質ですが、他の放射性物質とは
比べものにならないくらいのレベルの
ものです。そのトリチウムを取り扱う
技術は、各国で開発され、それぞれの
核融合研究施設では当然、問題なく扱
われている技術です。今後、カダラッ
シュの地域でも、このトリチウム取り

扱い技術に対する理解の促進が課題と
なるでしょう。

ITER機構の事務所は、初めの頃、
既存のカダラッシュの原子力研究施
設の中に間借りしていました。そこで
会議を開くとなると、既存の政府の原
子力施設ですから、ビザの問題や出
入りのチェックが厳しく、その対応が
大変だった、と池田さんが話してくだ
さいました。現在はITERサイト内に
本部が設けられたので、その出入りの
チェックはかなり楽になったとのこと
です。しかし、今でもまだカダラッシュ
のフランス政府研究施設の一部を間借
しています。現在職員は、建設関係者
を含め1,000人を超える規模になりま
した。

ITERは、今までの核融合の研究施
設と違い、運転中にエネルギーを出す
核融合実験炉ですから、エネルギー施
設としてのフランスの安全規制がかか
ります。フランス政府としても、今ま
での原子力発電所と違う核融合施設と
して、初めての安全規制を経験するわ
けです。規制のカテゴリーとしてフラ
ンス政府は、核融合炉を原子力施設の
基礎的施設として組み入れられていま
す。例えば、核融合反応を生じさせる
真空容器は原子炉の圧力容器とどう違
うのかなどを検討し、核融合炉に対す
る規制に反映しているとのことです。
フランス政府規制当局自身も、

ITERが世界で初めての核融合炉の規
制経験となることから、苦労されてい
るようです。ITER機構もそのような
点を認識しつつ、密接な情報交換を行
いながら種々の申請を行っているとの
ことです。また、フランス規制当局に
とっては、各国の原子力規制当局との
情報交換や相互理解も、大きく役立っ
ているとのことです。このような規制
当局の経験も、今後核融合炉を建設し

ようとする国々にとっては大切な経験
で、共有できることが期待されていま
す。
また、規制に関する経験や情報ばか

りでなく、カダラッシュでの地元住民
に対する情報提供方法や合意形成の方
法やその経験も、参加国にとっては得
難い情報や経験であり、ITERプロジェ
クト参加により、技術的な問題ばかり
でなく、総合的な経験が得られること
を大いに期待しているところです。
フランス当局が、特に注意をはらっ
ていると思われることは、政府が地
域の関与に積極的であることです。
ITERの建設許可や運転許可を行う過
程で、安全審査がありますが、その政
府の規制の過程で当然、公聴会がある
と前述しました。その公聴会開催の前
に、地元住民に関連情報を提供します。
政府はその情報提供のために「ローカ
ル・コミュニティー・インフォメーショ
ン（CLI）」という組織を国の法律に基
づいて組織しています。そのメンバー
には、地域の議員、住民代表、労働組
合など40人程度の関係者で構成してい
ます。
カダラッシュの研究センターには19
基の原子炉があり、そのためのローカ
ル・コミュニティー・インフォメーショ
ンが存在しますが、ITERでは別の組
織を作っています。ITER機構ではそ
の組織に情報を提供し、共に活動をし
ています。その組織の議長は、地元の
市長が担当しています。

カダラッシュでは
運搬道路が大きな課題

ITERサイトがカダラッシュに決ま
ることには、大きな課題がありました。
それは重量機器の陸上運搬です。六ヶ
所村のサイトでは、六ヶ所の港からサ
イトまで数kmの陸上運搬で済みます。
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しかし、カダラッシュの場合には、マ
ルセーユの近くのフォスの港に、各国
から外洋運搬船で運ばれてきた装置や
機器を、陸路でカダラッシュサイトま
で106kmを運ばなくてはなりません。
そのためには地元自治体が仕切って、
幹線道路の拡張、補強、橋の補強、電
柱の移動などを行い、今年2月に完了
しました。「それは見事な工事だった」
と池田さんが感心されておられまし
た。地域の幹線道路が補強されたのは、
装置の搬入に高速道路が使用されない
からです。そのローカルな幹線の補強
工事では、「ITERのために」との看板
を掲げたそうで、地元の住民も、工事
のための車の渋滞を我慢したとのこと
です。あるいは否応なくそうさせられ
たのかもしれませんが。

ITER装置の搬入は、600～700トン
程度の荷物の運搬が、合計300回程度
行われる予定です。車両の自重も加え
ると1,000トンクラスになるでしょう。
運搬は夜の間のみ行われ、時速5kmぐ
らいの速度で慎重にゆっくりと運ばれ
ます。幹線道路の交通を遮断して夜だ
け行われる1回の運搬に、4日間かかる
そうです。それには地域の郡の警察が
仕切る手はずができており、来年には
試験運搬が行われることとなっていま
す。橋が1,000トンの車両に耐えられ
るかどうか、フランスのことながら心
配になります。
この運搬には、夜だけ運ぶこととし
ても、車両が通過する全ての集落の了
解、協力が不可欠です。また、高速道
路を2回横切るところがあり、立体交
差ではないために、高速道路の交通も
一時止めることになるようです。交通
規制関係者には大変興味ある運搬です
が、地元ではITERのためには何でも
協力しようという心意気であるという
ことですから、その意気込みは大変な

ものです。

地域がこの国際協力を
全面的に後押し

ITERが建設される地域はプロバン
ス地方ですが、その地域で一番大きな
都市がマルセーユです。マルセーユで
は毎年、国際見本市が開催されます。
その時に必ずその一角にITERのブー
スが設けられるそうです。また、マル
セーユに総領事館を持っている国は、
その国のナショナル・パビリオンも設
けられるようですが、ITERに参加し
ている国では、その中にITERの展示
も行われ、説明もされています。

ITER関係者が地元の学校などを訪
問して、科学の授業を行ったりする
ことも考えられていますが、今のとこ
ろそこまでは至っていないとのことで
す。ITER自身が学校のカリキュラム
にいかに係わるかは今後の課題です。
でもすでに、ITERの関連で建てられ
た「マノクス国際学校」では、頻度多
くインターナショナルなイベントが開
催されているとのことです。いろいろ
な国の関係者や地元の親たちも参加し
て、子供たちが演劇をしたり、親たち
がバザーをしたり、種々の行事を楽し
んでいます。

ITERはまた、地元の観光に一役買
うことが期待されています。すでに、
フランスの各地の自治体関係者がツ
アーを組んで、ITERやその地域を訪
問しています。年間10,000件を超えて
いるようです。今の時点でも注目度は
上昇しておりますが、今後本格的な建
設や、その後の運転が始まれば、訪問
客はさらに多くなるでしょう。

ITERのリクルートは科学者、
技術者の育成

ITER関係者の雇用では、応募して

きた人の中に、カナリア諸島の天文台
に従事していた職員がいました。宇宙
と核融合が関係していることを、雇用
の面から再認識させられたようです。
「日本の高校生にも宇宙と核融合につ
いて関心を持ってもらい、勉強のテー
マの一つになればうれしい」と、池田
さんは話してくれました。そのような
高校生がカダラッシュに見学に来てく
れれば、関係者は喜んで説明して下さ
るはずです。

ITERプロジェクトは今後30年以
上にわたって運営されます。現在の
ITER関係者の平均年齢は44才で、こ
れからは若い研究者、技術者の育成と
リクルートが必要になります。若い人
の育成もITERの今後の大きな課題で
す。
現在プロバンス地方には、大学が3
校あり、それを一つにする提案もあり、
地元では熱心に取り組まれています。
ITERプロジェクトの立地が教育界の
活性化にいい刺激になっているようで
す。ITER機構でも大学でのサマース
クールをすでに4回行っています。第1
回目はプロバンスの大学で、次の年に
は日本の九州大学で、3回目がまたプ
ロバンスの大学で、4回目の今年が米
国のテキサスの大学で行われました。
来年はまたプロバンスの大学で行われ
るとのことです。ITER参加国全てで
サマースクールが開かれるといいです
ね。
若者に、インターネットなどの通信

手段を通しての情報提供や、サマース
クール、可能ならばITERでの研修な
どを通して、ITERプロジェクトの重
要性と、その先の核融合の実用化の大
切さを働きかけ、育成して行くことが、
本来のITERの目的達成以上に必要不
可欠であると再認識しました。
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新聞に見る経済指標は年明けから思
わしくない。忍び寄る不安を抱いたか、
活気のない空模様だ。2007年を迎え
たある日、東京大学名誉教授の関根泰
次先生から話があった。
「アメリカの知人カサッザ氏から彼

の新書『Forgotten Roots』が送ら
れてきた。一読してこの本を薦めたく
なった。電力の光と影を見たアメリカ
人技術者の悲憤を教材にして、日本の
電力の足跡をたどり、将来を見据えた
わが国電力の今日的課題を研究してみ
たい」という相談である。
関根先生と親交の深いカサッザ氏

（Jack Casazza）は、米国電気電子
学界（IEEE）のライフフェローで、
米国の電力政策に関する有力な論客と
して活動しており、アメリカのみなら
ず世界の電力界でも著名な電力技術分
野の重鎮である。そのアメリカが活力
を失っている現状を嘆き、自身の経験
を基にして書いたのが『Forgotten 
Roots』だ。
たまたま私が関係している「エネル

ギー・情報工学研究会議（EIT）」が
新年度の事業計画を検討していた矢先
だったので快諾、研究会を立ち上げた
のである。いまでは一線から離れ自由

に発言できる立場にあるOBの技術者や
学識者13名が参加してくれた。早速原
書を取り寄せて読み込み、論議を重ね
た。2年余の歳月をかけて上梓したのが
日本版『忘れられたルーツ』（日本電気
協会発行）である。
こうした経緯については、「EIT電力

発展史研究会」を主導された関根泰次
先生が、『忘れられたルーツ』の冒頭に
寄せた「はしがきに代えて」に詳しい
ので、「読書案内」にしておきたい。
「今、日本も世界各国も何十年に一

度といわれる経済危機に翻弄されてい
る。職を失い、家を失った人々の困窮
振りが新聞、テレビで報道され、各企
業も不景気に頭を痛めている。2008
年9月のアメリカにおける金融危機で顕
在化し、今世界を隅々まで巻き込みつ
つあるこの大津波の徴候は既に2007
年に見られるという人もいるが、これ
はここ2、3年に始まった現象ではな
く、その淵源はレーガン時代、否、そ
れ以前から始まったアメリカ社会のひ
ずみ、あるいは変質にあるという見方
もある。この経済危機は、それによっ
て引き起こされた政治や社会の混乱と
その推移については詳細な分析も行わ
れるようになった。われわれ電力関係

者は、過去20～30年間のアメリカ電
力界が往年の輝きを失いつつあること
を漠然とではあるが感じていた。その
一方で、2008年秋のアメリカ発の
経済危機を惹き起こした根本原因とし
て、マネーゲームに象徴されるアメリ
カの行き過ぎた資本主義が専門家の話
題になっている。今にして思えば、ア
メリカ電力界の1980年以降の変遷
は、2008年秋以降のアメリカ発の悲
劇の先駆現象であったのではないかと
思われてならない」。
本書の内容は4部に分けている。その
第1部「電力の『光と影』を見たあるア
メリカ人技術者とその怒り」は、カサッ
ザ氏の本を紹介したものだ。第1章を「米
国電力産業史―エジソンからエンロン
までの120年」と記述、その冒頭に、
「栄光と名誉は、土と汗と血にまみれ
て実際に戦場で戦っている戦士のもの
であって、戦場も知らないで評論しか
しない連中のものではありえない」と
いった第26代米大統領ルーズベルトの
言葉を引用し、「同じ思いでこの本を電
力事業の現場で奮闘してきた人々にさ
さげたい」と語っている。
エジソンが1882年に世界に先駆
けて電燈会社を創業した時を起点と

『忘れられたルーツ』
「電力産業120年の浮沈とこれからの100年」を読む

後 藤　 茂
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して、「電力産業の創生」（1885～
1945）、「黄金時代の謳歌」（1945～
65）、「問題と危機の連続」（1965～
90）、「短期的利益至上主義という大罪
と電力産業の挫折」（1990～2005）
の四つの時代に分けて振り返ってい
る。カサッザ氏の電力産業にかけた愛
着と技術者としての矜持が伝わってき
て、感動する。
カサッザ氏は、「1960年ごろには黄
金時代であった電力産業が1965年ご
ろから変調をきたし、近年二流になっ
てしまった。学界や大学も同様の下り
坂の道を歩んでいる」、そんな現状を嘆
き、さらに「昨今電力の公益への奉仕
者としてのプライドとか、外に向かっ
て発信する勇気・義務感を失いつつあ
る」と強い調子で指摘、「電力と一般
商品の区別もつけられないビジネスス
クール出身者に牛耳られる舞台になっ
ている」と、怒りをぶつけるのだ。そ
の怒りは「短期的利益（Profi t now）
というアメリカの資本主義に欠陥があ
るのではないか」とまで言及している。
こうした短期的利益至上主義という

大罪は、20世紀末から21世紀に入っ
て蔓延し始めた。建国以来の偉大な伝
統は引き裂かれ、自由放任で自己中心
の社会になってしまったと、カサッザ
氏は嘆く。エコノミスト誌（1992年
10月10日）でも「生産や実需を伴わ
ない投機的取引の増大、弁護士・ロビ
イスト・業界団体の異常な増加、政府
の過剰なまでの規制に要するコストの
上昇は、米国経済の内部を蝕んだ」と
指摘している。
このころの「規制撤廃、電力自由化

は良いことだ」の大合唱は異常であっ
た。電力自由化は危機をもたらすと憂

えたカサッザ氏ら16名の指導者は、「国
家の重要なインフラである電力システ
ムに混乱が生じ、公益に重大な影響を
もたらすので再考されたい」と米上下
両院宛に公開書簡を提出し、新聞紙上
にも意見広告を出すが、電力自由化の
風速は強まるばかりで、危惧された以
上の混乱を起こしていくのである。
『忘れられたルーツ』の第1部は、

こうした歴史をカサッザ氏の著書
『Forgotten Roots』を超訳したもの
で、原書の論旨を極力損なわないよう
に苦心したという。「超訳とは、逐語訳
ではなく、受け手側の国の文化背景を
考慮して、思い切って意訳をしながら、
ところによっては大胆に省略し、必要
とあれば地の文に解説の追加をしたも
のという意味だ」と説明しているが、
この手法は見事に成功している。
第2部は、では、日本はどうだった

かを論考した。「日本の電力の足跡をた
どる」との項を起こし、日本の電力の
ルーツを述べている。その第1章「草創
期、輝かしき先人達の足跡」は、通り
一遍の社史や技術史には登場すること
のなかった先駆的技術者に光を当てて
いて、電力に賭けた先人の情熱を知る
ことができて、心打つ。
それが第2章で「戦時統制、敗戦、戦

後復興」と苦難の道を歩み、克服して
第3章「経済成長と電力再編後の躍進
（1951～65）」となった。そして第4
章「高度成長と経済大国･資源小国の葛
藤（1965～94）」の時代を迎える。
この時代はカサッザ氏のいうアメリカ
の「問題と危機の連続」とほぼ重なっ
ており、さらに「利益至上主義という
大罪と電力産業の挫折」とも一部重なっ
ていて、興味深い。

第5章の「日本型電力自由化の軌跡」
は、最近の出来事なのにもうすっかり
「忘れられた」かに思える当時の状況
が、よく伝えられている。
1990年代に入って、日本の電気事

業も新自由主義的な市場原理の導入と
いう世界的な潮流に晒された。鉄道、
航空、電気通信と、次々に民営化ない
し競争主義の導入が計られ一定の成果
が実感されるまでになり、欧米の電力
に民営化や競争導入が進んだことは確
かであった。そんな潮流に遅れてはな
らないと、通産大臣の「日本の電気料
金は外国に比して高い。この内外価格
差の解消策を検討する」との発言があっ
て、電気事業審議会の審議が始まる。「電
力の地域独占の時代は終わった、発電、
送電も分離すべきだ」などとの意見も
飛び出すなかで、まず部分自由化が導
入されていくのだ。
この時期政界では、無資源国のわが
国で原子力を始めとするエネルギー問
題が政争の具とされている現状を憂え
て議論されていたエネルギーの基本的
な方針がまとまり、2002年に①安定
供給、②環境への適合、③市場原理の
活用を三本柱とした「エネルギー政策
基本法」が議員立法として成立し、審
議会の議論の方向付けに大きな役割を
果たすことになった。
ところがこの間、自由化を進める欧
米では大規模な停電が繰り返され、ま
た料金も低下どころか高騰に転ずる傾
向も見られて、自由化を撤廃ないし保
留する動きも見られ、潮目が変わり始
める。地球温暖化対策の高まりから原
子力の重要性が認識されるようになっ
て、十年余にわたる紆余曲折を経た自
由化論議は、「日本型」とも言うべきユ
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ニークな形でひとまず収束するのであ
る。
こうした日本での対応は、カサッザ

氏のいう「他の財とは異なる電気の性
質について間違った理解をしたまま進
めて失敗したアメリカ」から学んだも
ので、技術者も交えての議論も功を奏
したようだ。「電力の自由化の軌跡」の
項は、その経緯がよく纏められていて
読み応えがある。
第3部の「2050年を見据えるわが国

電力の今日的課題」は、日本の電力産
業の歴史を詳述している。その第1章に
「電気事業の地球環境問題への取り組
み」、第2章に「エネルギー安全保障と
原子力の位置付け」、さらに第3章「電
機メーカー、モノづくりとサービスの
新世紀」、そして第4章は「プロフェッ
ションとしての電力技術者の養成」と
し、それぞれの委員が、これまで経験
し蓄積した見識を出し合いながら、今
日電力が当面している諸課題を討論形
式でまとめてある。
第4部「終章」は、「広がる電力人

の世界―全地球的視野からの超長期展
望」と項をおこし、今後の電力界が歩
むべき一つの道筋を大胆に提案してい
る。その論旨はいささか非現実的と思
われる面もあるが、それはそれとして
参加した方々の電力に抱いてきた夢と
ロマンが感じられて、読んでいて楽し
い。
本書を一読すると、日米の電力産業

史を比較して、なんと似通っているこ
とかとの実感が湧いてくる。その過去、
現在、未来を概観して検討されていて、
興味をそそられる構成だ。このことは、
「各委員が長年にわたって築き上げた
見識が噴出する場となり、その熱気は

関係者を驚かせたが、その討論内容を
限られたページ数で広い範囲の読者に
理解していただけるよう表すには苦心
があった。技術者は正確に記述するこ
とには長けていても、書く文章は難解
で分かりづらいことが多く、一般読者
はそのままではとても受け入れられな
いことも少なくない。元の原稿を複数
の人が議論を重ねながら何度もリライ
トしなければならないこともたびたび
であった」（前出「はしがき」）といわ
れているように、たいへんな作業だっ
たことが推測できる。
カサッザ氏は、「日本の読者の皆さん

へ」次のようなメッセージを寄せてい
る。

「わたしの原書は、公益事業、
メーカー、政府、大学で働いてい
る技術者や非技術者、そしてまた
一般大衆に向けて書いたものだ。
米国の電力システムの歴史から学
べば、国家、企業、職業の将来の
ためにも役立つものが得られるこ
とを、認識してもらうことにあっ
た。エネルギーシステム、なかで
も電力システムは、人類のほかの
すべてのシステムと経済活動が必
要とする生命を維持するための血
液（Life Blood）を提供している。
ゆえにエネルギー資源や原子力発
電が原因となって大きな国際紛争
や、時には戦争となっているのが
現実である。EIT電力発展史研究会
が今回行っているような作業や、
思索と討議を継続的に行えば、エ
ネルギーが原因で起こるこれらの
問題を解決するために、技術プロ
フェッションの果たすべき真の役
割は何なのかが次第に明快になっ

ていくであろう」。
『忘れられたルーツ』は、アメリカ
電力産業120年の浮沈にたいするカ
サッザ氏の警鐘を縦糸にし、日本の電
力に携わった技術者の体験を横糸にし
て編まれた。
巻末に、収録された『年表』も親切
な企画だ。世界は1749年、フラン
クリンの雷の研究に始まり、日本は
1873年、工学寮（77年工部大学校、
後の東大工学部）開校から記録されて
いる。1882年、エジソンがニューヨー
ク市にパール街発電所を設け、同じ年
日本は東京銀座にアーク灯を点灯した
というように、2009年までの世界と
日本の歴史が一瞥できる。
本書に挿入されているコラム、「イン
サル帝国の興亡と大恐慌」、「スリーマ
イルとチェリノブイリの衝撃」、「エン
ロン帝国の興亡と電力自由化の内部崩
壊」、「2003年世界最悪の大停電」は、
アメリカ電力の光がなぜ影に突入して
いったか、技術者の目から見た経過が
よく分かる。また、第2部に挿入されて
いる随想「原子力　黎明の鐘」、「ヤマ
の灯が消えた」などは、わが国エネル
ギー史の “忘れられた” 一齣を蘇らせて
くれて、読ませる。
「筆者や編者が途中から変わるの
に、無理なく通読できるのは、カサッ
ザ氏が言わんとすることを研究会の訳・
編者がよく理解しているためだろう。
行間からカサッザ氏の電力産業にかけ
る愛着と技術者としての矜持が伝わっ
てくる」（読売論説委員・丸山淳一、『エ
ネルギーレビュー』誌）との書評にみ
るように、「良書」の評価を得ている。

（元衆議院議員）
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編集後記
米国が9月15日、未臨界核実験を実施し

ました。オバマ政権になって初めてのこと
です。「核兵器のない世界」を求め、ノーベ
ル平和賞を受賞したオバマ大統領の政権下
で、未臨界といえども核実験が行われたこ
とは残念でなりません。また、今まで核実
験に行われていた48時間前の通知は、未臨
界核実験でも守られていましたが、今回か
らは通知されないこととなりました。透明
性が損なわれています。オバマ政権になり、
核廃絶に向けて着実に歩み出すのではない
かと期待していただけに。
1991年12月25日にゴルバチョフ大統領が

辞任、それに伴いソ連邦が解体、崩壊し、
米ソ冷戦が実質的に終結しました。世界が
ホッとしている間もなく、21世紀になって
中国の軍拡が目立つようになりました。ア
ジアの国々に比べ、中国が最大の海軍力を
保持するに至り、米中の軍事的緊張感が高
まっています。
「領土に関する中国の主張も、1970年代

は地下資源の獲得が主眼であったが、それ

に加えて今や海上覇権に主眼が置かれてい
るためである」と、多くの軍事専門家やマ
スコミまでが述べています。その真意は別
として、10月24日の読売新聞「編集手帳」
には、毛沢東語録の「愛国主義と国際主義」
の章の「永遠に謙虚でなければならない。…」
を引用して、「さすがに良い事を仰るもの
だ。…建国の父はいろいろと国の将来を予
測し、かなり正確に心配もしていたのだと
感心する。…」と書かれています。「永遠に
謙虚」は全ての人間にとっての教訓であり、
全ての為政者にとって必要不可欠のもので
す。そのようなモラルに基づいた二国間関
係、国際関係を構築したいものです。
いつまで夏なのか、と思っていたら突然

秋となり、10月下旬には冬の気温。美しい
日本の秋が、例年より短かったと思いませ
んか。今までが良すぎたのでしょうが、地
球温暖化の影響が世界の気候を変えつつあ
るようです。エネルギー消費の削減、化石
燃料需要の抑制は、待った無しです。
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